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第２６期  貸 借 対 照 表 

（令和７年３月３１日現在）       〈単位:千円〉 

資  産  の  部 負  債  の  部 

科   目 金   額 科   目 金   額 

流 動 資 産 

現金及び預金 

売掛金 

商品及び製品 

仕掛品 

原材料及び貯蔵品 

前払費用 

未収消費税等 

その他 

貸倒引当金 

 

固 定 資 産 

 有形固定資産 

   建物 

   構築物 

   機械及び装置 

   車両運搬具 

   工具、器具及び備品 

   土地 

   リース資産   

   建設仮勘定 

無形固定資産 

   特許権 

   ソフトウエア 

   その他 

投資その他の資産 

   関係会社株式 

   投資有価証券 

   出資金 

   その他 

４５３，４８８ 

４２，７８０ 

１５３，８６８ 

１７，９９９ 

４，１５４ 

８０，３１７ 

１７，２８０ 

８２，６２１ 

５４，４７１ 

△４ 

 

５，４２８，５９６ 

４，５０１，７９１ 

５５１，８０９ 

８２１，９２６ 

２，４５６，６２７ 

８６６ 

６１，７４５ 

３４７，００８ 

２３７，２５６ 

２４，５５０ 

１９，６７９ 

６，５２９ 

１０，５１８ 

２，６３１ 

９０７，１２６ 

１００，６２０ 

５９１，０００ 

１４８，０８０ 

６７，４２５ 

流 動 負 債 

   買掛金 

短期借入金 
   1 年内返済予定の長期借入金 

   リース債務 

   未払金 

   設備関係未払金 

   未払費用 

   未払法人税等 

預り金 

   賞与引当金 

    

固 定 負 債 

   長期借入金 

   リース債務 

   資産除去債務    

   その他 

 

１，８０６，３０１ 

５６，２０６ 

２００，０００ 

４５３，２８６ 

５３，５３８ 

９２，９４０ 

８４９，９０８ 

４０，４２３ 

４３，９４１ 

４，７７４ 

１１，２８２ 

 

３，８５７，６０６ 

３，６１１，９２９ 

２１１，２４６ 

３３，１８５ 

１，２４５ 

負 債 合 計 ５，６６３，９０８ 

 

純 資 産 の 部 

株 主 資 本 

資 本 金 

資本剰余金 

   資本準備金 

  

利益剰余金 
   固定資産圧縮積立金 

   繰越利益剰余金 

２１８，１７７ 

４９９，９７５ 

４２８，１７５ 

４２８，１７５ 

 

△７０９，９７２ 

２０，４２３ 

△７３０，３９６ 

純 資 産 合 計 ２１８，１７７ 

資 産 合 計 ５，８８２，０８５ 負債・純資産合計 ５，８８２，０８５ 
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第２６期  損 益 計 算 書 

（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）       〈単位:千円〉 

科     目  金          額 

売 上 高 

売 上 原 価 

 １，７９７，３５４ 

１，２２２，０１４ 

売 上 総 利 益 

販売費及び一般管理費 

 ５７５，３４０ 

６１７，３６５ 

営 業 利 益  △４２，０２５ 

営 業 外 収 益 

受取保険金 

物品売却益 

補助金収入 

業務委託収入 

その他 

 

４，２３１ 

１０，３１２ 

４６，８０８ 

１４，４４９ 

９，３０５ 

 

 

 

 

 

８５，１０８ 

営 業 外 費 用 

支払利息 

シンジケートローン手数

料 

その他 

 

８８，８５２ 

２，０４７ 

４６１ 

  

 

 

９１，３６１ 

経 常 利 益  △４８，２７８ 

特 別 損 失 

 固定資産除却損 

 

－ 

 

１，４４７ 

税引前当期純利益  △４９，７２５ 

法人税、住民税及び事業税 

法人税等調整額 

 ２，８１３ 

８，３１０ 

当 期 純 利 益  △６０，８４９ 
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第２６期  株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 

（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）          （単位：千円） 

 株  主  資  本 

株主資本合

計 

純資産合計 資本金 

資本剰余

金 
利 益 剰 余 金 

資本準備

金 

固定資産圧

縮積立金 

繰越利益剰

余金 

利益剰余金

合計 

当期首残高 499,975 428,175 22,037 △671,160 △649,123 279,027 

当期変動額       

 固定資産圧縮

積立金の取崩し 
  △1,613 1,613 ― ― 

当期純利益    △60,849 △60,849 △60,849 

当期変動額合

計 
― ― △1,613 △59,236 △60,849 △60,849 

期末残高 499,975 428,175 20,424 △730,396 △709,972 218,178 
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第２６期  個 別 注 記 表 

（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで） 

 

（重要な会計方針） 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

（１）満期保有目的債券  ：移動平均法に基づく償却原価法 

（２）子会社株式及び関連会社株式  ：移動平均法に基づく原価法 

 

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）を採用しております。 

 

３．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物              ５～３８年 

構築物            ３～４３年 

機械及び装置      ２～８年 

車両運搬具     ２～４年 

工具、器具及び備品 ２～１５年 

 

（２）無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいて

おります。 

  

（３）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として

処理しております。 

 

５．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 
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 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

 

（２）賞与引当金 

従業員の賞与の支払に備えて、賞与支給見込額の当期負担額を計上しております。 

 

６．収益及び費用の計上基準 

当社は主にバイオ燃料の製造と販売を主な事業としております。国内への出荷については、

通常、納品日において製品に対する支配が顧客に移転することにより履行義務が充足されると

判断し、納品日に収益を認識しております。海外への出荷については、インコタームズで定め

られた貿易条件に基づきリスク負担が顧客に移転した時点で履行義務が充足されると判断し、

当該履行義務を充足した時点で収益を認識しております。 

 

（重要な会計上の見積り） 

１．繰延税金資産の回収可能性 

（１） 当事業年度の財務諸表に計上した金額           １３，５７１千円 
（注）繰延税金負債との相殺前の金額であります。 
 

（２） 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

① 算出方法 

将来減算一時差異及び税務上の繰越欠損金に対して、将来の収益力に基づく課税所得の見

積りに基づき繰延税金資産の回収可能性を判断しております。 

② 主要な仮定 

将来の収益力に基づく課税所得の見積りは、将来の事業計画を基礎としており、主要な仮

定は将来の売上高の予測となります。 

③ 翌事業年度の財務諸表に与える影響 

期末時点で入手可能な情報及び仮定を基に事業計画に基づく課税所得を見積っておりま

すが、事業計画に係る判断は、将来における市場の動向その他の要因により影響を受け、

これらの状況に変化があった場合には、繰延税金資産の計上額に重要な影響を与える可能

性があります。 

 

（表示方法の変更） 

１．貸借対照表 

前事業年度において「流動負債」の「未払金」に含めていた「設備関係未払金」の重要性が増

したため、当事業年度より独立掲記することとしました。 

 

（貸借対照表関係） 

１．担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は、次のとおりであります。 

（１）担保に供している資産  

建 物       ３７，９０１千円 
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土 地      ３２２，０６４千円 

上記に対応する債務 

1 年内返済予定の長期借入金    １１４，８２８千円 

長期借入金       ３，５１４，８６５千円 

 

（２）有形固定資産の減価償却累計額         １，２１８，９９０千円 

 

 

（損益計算書関係） 

１．顧客との契約から生じる収益 

売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しており

ません。 

 

（株主資本等変動計算書関係） 

１． 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 

当事業年

度 

期首株式

数(株) 

当事業年

度 

増加株式

数(株) 

当事業年

度 

減少株式

数(株) 

当事業年

度末 

株式数

(株) 

発行済株

式 
    

普通株

式 

1,906,8

00 
－ － 

1,906,8

00 

合計 
1,906,8

00 
－ － 

1,906,8

00 

 

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項 

該当事項はありません。 

 

３．新株予約権に関する事項 

内訳 
目的となる 

株式の種類 

目的となる株式の数(株) 
当事業 

年度末残高 

(千円) 
当事業 

年度期首 

当事業年

度 

増加 

当事業年

度 

減少 

当事業 

年度末 

ストック・オプションとし

ての新株予約権 
普通株式 195,100 0 3,000 192,100 157,925 

合計 195,100 0 3,000 192,100 157,925 

 

４．配当に関する事項 

該当事項はありません。 

 

（金融商品関係） 

１．金融商品の状況に関する事項 
（１）金融商品に対する取組方針 
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当社は、設備投資計画に照らして、必要な資金を主に銀行借入によって調達しております。
一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用しております。デリバティブは、利用してお
りません。 
 

（２）金融商品の内容及びそのリスク 
営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。営業債務である買掛金
等は、短期的に決済されるものであります。借入金及びファイナンス・リース取引に係る
リース債務は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであり、償還日は決算
日後、最長で 15 年後であります。一部の借入金については、変動金利であるため金利の変
動リスクに晒されております。 
 

（３）金融商品に係るリスク管理体制 
①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 
当社は、社内規程に従い、営業債権について、事業推進部門が主要な取引先の状況を定期
的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪
化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。 
当期の決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の貸借対
照表価額により表されております。 
 

②資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 
当社は、各部署からの報告に基づき運営管理部が適時に資金繰計画を作成・更新すること
により、流動性リスクを管理しております。 
 

③市場リスク（金利等の変動リスク）の管理 

当社は、定期的に金利の動向を把握し、固定金利・変動金利のバランスを勘案して対応す

ることでリスクの軽減を図っております。 
 
（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採
用することにより、当該価額が変動することもあります。 

   

２．金融商品の時価等に関する事項 

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

 
貸借対照表計上額 

（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

(1)投資有価証券    

  満期保有目的の債券 591,000 561,327 △29,672 

資産計 591,000 561,327 △29,672 

(2)長期借入金 
  （１年内に返済予定を含む） 4,065,215 3,917,338 △147,876 

負債計 4,065,215 3,917,338 △147,876 

（1）「現金及び預金」「売掛金」「買掛金」「未払金」「設備関係未払金」「短期借入金」につ
いては、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものである
ことから、記載を省略しております。またリース債務については重要性に乏しいことから、記
載を省略しております。 

 
（2）市場価格のない株式等の貸借対照表計上額は以下のとおりであります。 

区分 貸借対照表計上額 
（千円） 

関係会社株式 100,620 

出資金 148,080 

投資有価証券 591,000 

 

 

（注）１．金銭債権の決算日後の償還予定額 
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 １年以内 
（千円） 

１年超 
５年以内 
（千円） 

５年超 
10 年以内 
（千円） 

10 年超 
（千円） 

現金及び預金 42,780 － － － 

売掛金 153,868 － － － 

合計 196,648 － － － 

  

（注）２．長期借入金、リース債務の決算日後の返済予定額 

 １年以内 
（千円） 

１年超 
２年以内 
（千円） 

２年超 
３年以内 
（千円） 

３年超 
４年以内 
（千円） 

４年超 
５年以内 
（千円） 

５年超 
（千円） 

長期借入金 453,286 302,088 299,838 299,088 295,681 2,415,234 
リース債務 53,538 49,953 47,833 47,045 39,059 27,353 

合計 506,824 352,041 347,671 346,133 334,740 2,442,587 
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３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３
つのレベルに分類しております。 

 
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成さ

れる当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算
定した時価 

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外
の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価 

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価 
 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプッ
トがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分
類しております。 

 

（１）時価で貸借対照表に計上している金融商品 

該当事項はありません。 

 

（２）時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品 

区分 
時価（千円） 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

長期借入金 － 3,917,338 － 3,917,338 

負債計 － 3,917,338 － 3,917,338 
（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明 

長期借入金（１年内返済予定を含む） 
 長期借入金の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した

利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。 

 

（有価証券関係） 

関係会社株式 

市場価格のない株式等の貸借対照表計上額 

区分 
貸借対照表計上額 

（千円） 

  関係会社株式 100,620 
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（税効果会計関係） 

１． 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 当事業年度 
（2025年３月31日） 

繰延税金資産  

資産除去債務 10,134千円 

減価償却超過額 3,139 

繰越欠損金 4,706 

その他 5,725 

繰延税金資産小計 23,706 

 評価性引当額 △10,134 

繰延税金資産合計 13,571 

繰延税金負債  

固定資産圧縮積立金 △9,220 

資産除去債務に対応する除去費用 △4,628 

その他 △834 

繰延税金負債合計 △14,683 

繰延税金資産又は負債（△）の純額 △1,112 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当

該差異の原因となった主要な項目 

税引前当期純損失を計上しているため注記を省略しております。 

 

（持分法損益等） 

 当事業年度 
（2025年３月31日） 

関係会社に対する投資の金額 100,620千円 

持分法を適用した場合の投資の金額 98,219   

持分法を適用した場合の投資損失（△）の金額 2,401 

 

（１株当たり情報） 

（１）１株当たり純資産額       １１４円４２銭 

（２）１株当たり当期純利益      △３１円９１銭 

 

（関連当事者情報） 

該当事項はありません。 

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

以 上 


